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１．要 旨 

第三次基本構想に基づく第五次基本計画で定めた施策を実現するために、今後３年間で

実施する事業のうち、主要なもの（以下「主要事業」という。）を定める「東大和市実施計

画（令和５年度～７年度）」を策定するものである。 

第五次基本計画では、少子高齢化や人口減少が進展する中にあっても、持続可能なまち

を目指すために重要施策を定めており、本実施計画では、重要施策を推進するための事業

を中心に主要事業として選定した。 
 

（１）新規主要事業（主なもの） 

〇地域子育て支援拠点整備事業【施策１－１子育て支援（重要施策）】 

〇オンライン英会話マンツーマンレッスン【施策１－３学校教育（重要施策）】 

〇狭山緑地フィールドアスレチック改修事業【施策５－１自然環境（重要施策）】 
 

（２）主要事業の集計（全体）                     （百万円） 

年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 合計【参考：件数】 
主要事業合計 5,580 4,822 5,194 15,595 115件 

内 

訳 

一般会計分 5,129 4,503 4,782 14,414 103件 
特別会計等分 451 319 412 1,181 12件 

    ※前回の実施計画における継続事業の内、一部の事業については経常的経費へ移行した。 
 

（３）全体の財政収支（一般会計分）               （百万円） 
 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
①経常的経費収支（歳入-歳出） 192 474 431 
②主要事業収支（歳入-歳出） △1,865 △2,012 △2,129 

財政収支（①+②全体） △1,673 △1,538 △1,698 
 

（４）影響及び効果 

    同計画を策定することで、第五次基本計画の実効性の確保に向け、今後の予算編成の 

   指針となる。財源不足額への対応については、引き続き歳入の確保や歳出の縮減に取り 

組んでいく。  

 

 

 

 

    

 ２．経 過（現時点に至るまでの経過） 

４月～７月  主要事業に関する調査、集計及び企画財政部長調整 

８月～１０月 各部との調整及び理事者調整等 

 ３．留意事項（問題点等） 

 

 
 ４．主管部処理案（検討結果等） 

  庁議審議後、市長決裁を経て計画を策定する。また、策定後、市議会議員へ配布する。 

 
 ５．審議結果 

 注：定例庁議の場合は、金曜日の正午までに提出。 


